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全国で頻発する自然災害

迅速に支援体制を構築する必要がある

1 はじめに

そのためには

地域のYEGが

連携していかなければならない



リーダーシップと協調

2 組織と役割

災害時には
リーダーシップを発揮し

複数の機関や
個人が協力して対応

リーダーシップ

限られた環境の中で
適切に情報を発信し、

地域社会のいち早い復興に
寄与することが目的

先駆者

事前に組織と役割を
定義しておくことが重要

定義

各役割に対する責任を果たし
他のグループと協調する

規律が必要

責任と規律



2-1 日本ＹＥＧ 対策本部

対策本部長

日本YEG会長

副本部長

会長の指名により
担当役員を選任する

ことが可能

本部長代理

副会長

その他構成員

役員・役員予定者
出向者・出向経験者

①被災地の状況及び情報の把握

被災地道府県連への報告依頼

被災地からの報告に基づき、
日本YEGの主体的な
支援活動計画の策定

支援物資の調達・提供
炊き出し等の企画・支援

見舞金の募集・交付

全国青年友好4団体との連携・協力

被災状況及び支援活動についての
情報交換

各YEG及び所属会員への支援要請
対策本部の支援活動の内容を

定期的に報告

②被災地への支援活動の計画策定

③被災地への支援活動の実施・協力

④関係機関との連携・協力

⑤被災地のYEG・道府県連・ブロック
被災地の商工会議所

日本商工会議所との連携・協力

⑥各地のYEG及び
その所属会員への情報提供

【日本YEG対策本部】



2-２ 役割の明確化 発災後 72時間以内

役職 役割 代理

日本YEG会長
(災害対策本部長)

日本YEG
災害対策役員

ブロック会長

道府県代表理事

道府県連会長

単会会長

日本YEG副会長より
決定

・必要物資の把握、対策本部長への連絡
・物流体制の構築支援

・日本YEGとの連絡、調整

・継続的に単会会長の連絡内容を集約、被害状況の把握
および代表理事、ブロック会長との連携
・被災単会に対する必要物資のヒアリング実施
・物流体制の構築支援

・単会メンバー等の安否の確認
・単会内での人的、物的被害状況の把握
・支援物資の受け入れ可否、交通インフラ状況の把握
・支援物資受入れ体制の構築
・支援物資の確認、把握、連絡

その他構成員より
選出

ブロック副会長

ブロック会長

道府県連副会長

単会副会長

・対策本部の設置の要否を執行部で協議および決定
・各単会への必要物資支援依頼

・日本YEGとの連絡、調整



情報の正確な伝達と迅速な意
思決定を行うため、関係者間
での密なコミュニケーションが
求められる

コミュニケーション

指示や情報を正確に受け取り
伝えるための規律が必要である

規律

被災地域に負担をかけず迅速に情報
を収集し、効率よく支援する

必要がある

効率の良い支援

コミュニケーションの維持

3 緊急連絡体系



【対策本部】
◆会長が被災して職務に就けない場合は副会長を代理とする
◆本部長代理は、副会長の互選によって決める
◆本部長は対策本部の統括業務を補佐させるため副本部長を選任することができる

本部長
（日本ＹＥＧ会長）

本部長代理

ブロック会長

道府県連
代表理事

道府県連
代表理事

道府県連
代表理事

3-１ 日本ＹＥＧ 緊急連絡体系

道府県連代表理事は
被災単会からの要請を受けて報告

副本部長

【日本ＹＥＧ 対策本部】



3-２ 緊急連絡網作成時の決定事項（推奨例）

緊急連絡先

電話番号
・携帯電話にて設定
・キャリアによる通信制限や電波の届かない場合に備える必要がある

メールアドレス
・メールは多くの人に一斉送信したい場合や、トラブルの詳細を把握したい場合に便利。
・ただし、迷惑メールフィルタではじかれて届かない恐れもあるため、普段から受信できるかテス
トをしておく必要がある。

ＳＮＳ
既読・未読がわかるLINEなどのSNSや、Slack・Chatworkなどのビジネスチャットツールなど
の利用も考えられる
アプリの事前インストールや、連絡用のグループを作成する必要はある

緊急連絡時のルール

確認事項
・連絡がついた後に重要になるのは「何を聞くか」。
「被災状況」「怪我の有無」「現在の居場所」「出社の可否」など

確認時のルール

・何度連絡しても「電話にでない」「既読がつかない」という事態も考えられる。連絡がつかないた
めにそこで止まっていると、その後の連絡に影響がでるので、それを回避するためのルールが必
要。
「10分待っても既読にならない場合はスルー」など

発動要件
・最大震度５弱以上、大雨警戒レベル５相当等の基準を参考に設定
※参考 https://www.jma.go.jp/jma/kishou/know/bosai/alertlevel.html

https://www.jma.go.jp/jma/kishou/know/bosai/alertlevel.html


3-３ 通信手段の確立 １/２

使い方

Wi-Fi機能をONにして

画面の
「00000JAPAN」

を選択する

どこで使える？

町のWi-Fiスポットや避難所などで

提供情報は
Wi-Bizのサイトで

00000JAPANとは
どんなもの？

大規模災害発生時に

公衆無線LANが
無料で使えます

安否確認や情報収集の有力手段に

最新の提供情報は
右のQRコードから



3-３ 通信手段の確立 ２/２

災害の規模・状況によっては利用できない場合もあります。携帯電話のキャリアによって
受信できるエリアが変わってくるので、キャリアの違うメンバーとのデザリングでの連携
も非常に有効です。



4 支援物資

被災地にヒアリングし
地域の具体的なニーズを

把握することが必要

現地調査

支援物資の配布前に
被災地と密接に連携を

取ることが重要

コミュニケーション

災害後の変化するニーズに合わせて
支援を調整することが重要

適合した支援調達



4-1 支援物資概要

・ ２４時間以内に開始される早期の支援

※事前に決定した生命にかかわる必要最低限の物資、在庫が望ましい

・ ４８時間以内の早期の支援

※事前に決定した物資で都度手配

・ それ以降に開始する物資の支援

※被災単会にGoogleフォームやＬＩＮＥアンケートによるヒアリングを実施し、

その内容に基づき日本ＹＥＧが全国に発信し、各地が手配し配送される物資

・ 復旧を目的とした人的・金銭的支援



4-2 発災後に必要な支援物資（日用品等）

被
災
状
況
に
応
じ
た
支
援
に
移
行

・食料、水
・毛布
・カイロ（冬）
・乳児用粉ミルク
・哺乳瓶
・乳児用おむつ
・大人用おむつ
・携帯トイレ
・トイレットペーパー
・生理用品
（ナプキン・タンポン）

・食料、水
・毛布
・カイロ（冬）
・乳児用粉ミルク
・哺乳瓶
・乳児用おむつ
・大人用おむつ
・携帯トイレ
・トイレットペーパー
・生理用品
（ナプキン・タンポン）
・モバイルバッテリー
・液体ハミガキ
・簡易トイレ
・紙コップ
・紙皿
・スプーン
・消毒液
・おしりふきシート
・ウエットティッシュ
・防虫スプレー（夏）

・寝袋
・段ボールベッド
・衣類
・スリッパ
・サンダル
・汗拭きシート
・非常用シャンプー

・食料、水
・毛布
・カイロ（冬）
・乳児用粉ミルク
・哺乳瓶
・乳児用おむつ
・大人用おむつ
・携帯トイレ
・トイレットペーパー
・生理用品
（ナプキン・タンポン）
・モバイルバッテリー
・液体ハミガキ
・簡易トイレ
・紙コップ
・紙皿
・スプーン
・消毒液
・おしりふきシート
・ウエットティッシュ
・防虫スプレー（夏）

発災 ２４時間後 発災 ４８時間後 発災 ７２時間後



   - 調理不要な食品（缶詰、レトルト食品、非常食）

   - 特別な食事ニーズ（アレルギー対応食品、幼児向け食品）

   - 水（飲料水、乳児用粉ミルク

   - 応急処置キット

   - 処方薬と一般用医薬品

   - 衛生用品（生理用品、おむつ、消毒液）

   - 毛布や寝袋

   - 温かい衣類、レインウェア

   - 靴や靴下

   - テントや防水シート

   - マットレスや簡易ベッド

   - 日焼け止め、帽子

   - おもちゃや絵本

   - 子供用の衣類

   - ベビーカー

   - 発電機

   - 携帯充電器

   - 照明器具

   - 携帯電話

   - ラジオ

   - サテライト電話

   - 自転車

   - 移動式トイレ

   - 基本的な工具セット

   - 修理用材料

コミュニケーション

交通・移動手段

工具・建設材料

食料品

医療品・衛生用品

寝具・衣類

シェルター・保護用品

子供用品

特殊機器

4-3 ４８時間後に必要になる追加支援物資（例） 1/2



4-3 ４８時間後に必要になる追加支援物資（例） ２/2



Googleフォームを用いたアンケート LINEを用いたアンケート

4-4 支援物資を調査する場合のアンケート（例）



5 物流

必要なときに 必要な場所へ必要な量を



5-1 物流概要

集積拠点の運営や
避難所までの輸送が
円滑にできるよう

スキーム作成

配送方法の決定

各地より配送される物資の
受け入れ可能な拠点を選定
被災地への輸送手段を手配

物流拠点の設定

県南北部地域・東部地域など
広域を想定した物流の検討

各単会の
配送方法の想定



5-2 支援物流に必要なリソース

集積拠点

物資の搬出入口が多い
床荷重が大きい
物資の出し入れ・保管等に適した施設

輸送手段

物資の量に対応した
トラック等の輸送手段

資機材

フォークリフト
パレット
ハンドリフト
台車等

・倉庫（営業倉庫、自家用倉庫、賃貸型倉庫）の
活用

・物流事業者（引越事業者等も含む）への要請
・海上・空路・河川輸送の活用
（陸上輸送が困難な場合等）

・レンタカーによる輸送

・物流事業者
・リース事業者
・建築業者
・小売店等から確保

物流専門業者
・日本ＹＥＧ、ブロック、道府県連の
物流業者の派遣要請

リソースの種類 リソースの確保策



配車 ・輸送する物資の量に対応した車両の選定に関しては、 トラックの車両サイズに関する情報を整理し、 マニュアルへ記載が有効
・車両の運行スケジュールの検討に関しては、集荷先、配送先における車両１台当たり荷役時間を用いて推計する

物資拠点内の
エリア分け

・物資拠点内については、その用途等によってエリア分けすることで、物資拠点の運営がより円滑に行える
・物資拠点は「保管エリア」と「仕分けエリア」に分かれ、「保管エリア」から取り出した物資を「仕分けエリア」で避難所別等に仕分け、

出荷のための梱包等を行う
・「保管エリア」については、さらに出荷頻度の高低等によって「ピッキング用エリア」と「備蓄用エリア」に分けると、

出荷作業を効率的に行えるようになる
・「ピッキング用エリア」では、ピッキングを迅速に行えるように、出荷頻度が高い品目を少量ずつ保管しておく。これによって、

出荷頻度が高い品目を見つけやすくなる
・「ピッキング用エリア」を拠点の出荷口の近くにすることで、出荷スピードが高まる
・「備蓄用エリア」には出荷頻度が低い品目を保管する
・出荷頻度が高い物資であっても、「ピッキング用エリア」に保管している残りの物資は補充用として「備蓄用エリア」に保管しておく
・「備蓄用エリア」では、大量の在庫がある品目については、パレット単位にまとめておけば在庫管理が容易になる

各エリアにおける
作業の概要

・「仕分けエリア」では、配送先別に物資を仕分けた形で用意する
・避難所への配送を行う場合、避難所別にパレットを用意し、その上に各避難所へ配送する物資を積載する
・仕分け用エリアで各パレットに積載する物資は、「ピッキング用エリア」でピッキングして持っていく
・「ピッキング用エリア」で在庫が少なくなった物資については、「備蓄用エリア」から補充する

在庫の可視化 ・配布用エリアに保管されている品目の中でも、特に出荷頻度が高い品目は目印を付けておくなどすれば、より出荷効率が高まる
・物資拠点の運営においては、「どの品目が、どこに、どれだけあるか」を把握しやすくすることが重要になる
・拠点内地図は、物資拠点の入口付近に掲示しておくと、物資のピッキングが円滑になる
・物資拠点の選定にあたっては、出入り口が２つ以上ある施設とすることが重要である
・出入り口が一箇所のみの施設を物資拠点とする場合は、一箇所の出入り口を入荷口と出荷口に分ける、
あるいは入出荷する時間帯を分けるなどすることが望まれる。

5-3 物流拠点における作業のポイント



• ニーズ管理票

• 要請／発注票

• 配分計画

• 輸送指示票

• 配車計画

• 入出荷記録票

• 在庫管理表

• 通行許可証

5-4 用意すべき帳票



●過去の災害では、渋滞・道路の寸断・橋梁の

落下等による車両の走行が阻害されたために

支援物資円滑な供給が困難になった

●渋滞状況、通行可能ルート等の情報が

関係者間で共有されることが重要

日本道路交通情報センターなどを確認

5-5 道路関連情報の収集と周知

https://www.jartic.or.jp/

https://www.jartic.or.jp/


（参考文献：東京防災もしもマニュアル）
https://www.bousai.metro.tokyo.lg.jp/_res/projects/default_project/_page_/001/008/074/04/
04-01.pdf

6 二次被害防止の為の具体策

基本的な訓練受講 救命処置や応急手当、災害対応の基礎知識を習得する研修を受けることが有効

適切な装備の携行 ヘルメットや手袋、防塵マスク、ゴーグル、防水の靴や雨具、十分な飲料水や食料の持参

状況認識と安全確認 現場に到着したら、まずは自身の安全を確認し、周囲の状況の正確な把握

チームでの行動
単独で行動するよりも、グループで協力して活動することで、リスクを分散し安全を高め
ることができる。互いに見守り合い、情報共有を常に行うことが重要

緊急連絡体制の整備
・非常時の連絡体制の確立
・通信手段の確保

https://www.bousai.metro.tokyo.lg.jp/_res/projects/default_project/_page_/001/008/074/04/04-01.pdf
https://www.bousai.metro.tokyo.lg.jp/_res/projects/default_project/_page_/001/008/074/04/04-01.pdf


【災害対応ハンドブック】

初版 日本ＹＥＧ 令和６年度ネットワーク委員会

令和６年８月


